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規格競争の変容に関する一考察＊l
内田康郎
ここ数年，デファクト・スタンダード（defacto standard，事実上の業界
標準，以下単にデファクト）確立までのプロセスにおいて，これまで研究され
てきたものとは質的に異なるタイプが確認されるようになってきた。これまで
のデファクト研究においてはおおよそ次の点が共通していた。すなわち，独自
規格を開発した企業がこの規格をもとにデファクトの確立を志向する場合，そ
の規格に基づく収益源を最大化させるため 原則として覇権獲得に向けた競争
の中では，規格の技術仕様等は一切公開しないなど排他的な対応をとるものと
いった内容である。
当然のことながら，独自規格によってデファクトが確立された場合，当該企
業の見込める収益源としては，その規格を組み込んだ製品の売上増加，あるい
は規格そのものから得られる技術料収入などが想定される。例えば，ソニーと
共にコンパクトディスク（CD）を開発したフィリップスは， 9 0年12月期
決算で当期利益が3,404億円の赤字に転落したことから経営難に陥ったことが
あったが， この当時の同社を一貫して支えてきたのがCDの430にも及ぶ技術
料収入だったとされているぺこのように デファクトの絡む競争で収益源を
最大化させるためには 原則として独自に開発した規格そのものを武器に事業
活動を進めることが戦略定石と考えられていた。
だが，近年ではこうしたこれまでの「常識」に反するやり方でデファクトの
* 1 本稿は，『FujiBusiness Review』（富士短期大学経営研究所， Vol.12 No. 1, 2002) 
に寄稿した「デファクト・スタンダード形成プロセスにおける多様化の本質一業界
標準から業際標準へ一」を，加筆・修正したものである。
*2 日経産業新聞， 1995年8月15日付。
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確立を志向する動きが出てきた。本稿ではこの新たなタイプに基づくデファク
ト確立競争の性質を明らかにし，同時にこれが既存の競争戦略の理論的枠組み
に対していかなる影響を与えるかについて考察していくことを目的としている。
1 .デファク卜形成プロセスの類型化
(1）デファク卜形成プロセスにおける 3タイプの確認
新しいデファクト確立への動きは，図1から読みとることができる。これは，
各年ごとに確認された世界のフォーラム団体数の推移を示したもので、ある。フォー
ラム団体とは，将来的にデファクトの確立を目指して設立された専門の組織の
ことを意味しており，他に標準化組織と呼ばれることもある。このフォーラム
の担う主な役割は，フォーラムが提唱する規格に賛同する会員企業（メンバー）
を数多く募り，将来的にデファクトの確立に向けメンバー全体で行う規格の策
定作業を運営することにある。
この図によれば， 90年以降，増加の傾向が著しくなっていることがわかる。
近年，通信白書など一部の資料では，このようなフォーラムを通じてデファク
トが確立される標準規格を「フォーラム標準」と呼び これまでのタイプと区
別するようになってきている。本稿でもこれに倣い デファクトの中でもフォー
ラムを結成して標準獲得が志向される場合，このタイプをもとに獲得するデファ
図1 世界のフォーラム団体数の推移
8’ 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 98 97 98 【年〉
資料：郵政事業庁（旧郵政省）編『平成11年版通信白書』に掲載されたデータをもと
に筆者が改訂。
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クトを「フォーラム型」と呼ぶことにする。
これに対して，これまで多く確認されてきたデファクトには，大きく分けて
次のような二つのタイプがあった。一つは，ある l社（あるいはごく少数の企
業）が中心となって規格を策定し これをもとに自らの絶対的な競争優位を築
き上げていくことを志向するタイプである。このタイプの競争で代表的な企業
は，パソコン（PC）業界でのマイクロソフトやインテルが挙げられる。これら
2社はデファクト確立競争において基本形とも言えるタイプの競争を展開して
きた。本稿ではこれを「従来型Jと呼ぶことにする。
他方，この従来型を追求できない場合にとられるものとして「コンソーシア
ム型」がある＊3。これはライバル関係にある企業同士が自分たちの推進する規
格を持ち寄り，一つの規格にまとめ上げていくことを目的とするものである。
代表的なものに，後述するDv Dコンソーシアムがある。
このように，従来型やコンソーシアム型などのタイプはこれまでにも目立つ
分野で確認されることから，デファクト確立競争において代表的なタイプとし
て認知されてきた。だが，図1にも示されるように近年ではデファクトを確立
するための『第3の道』なるものが見られるようになってきており，デファク
ト確立競争のさらなる多様化が裏付けられる。
では，なぜこのように多様化してきたのだろうか。そもそも従来型だけでは
なくコンソーシアム型も見られるようになった背景には l社単独でのデファ
クトの確立が難しくなってきたといった競争環境の変化がある。この理由に関
* 3 厳密に言えば，コンソーシアム型はデファクト・スタンダードの議論には含まれな
いという見解もある。その理由は そもそもデファクトは市場での競争を通じて決定
されるものを指すのに対して，コンソーシアム型の場合には参加企業の『協議』によっ
て決められるためである。しかしながら，コンソーシアム型の特質を考えるとき，コ
ンソーシアム型は従来型を推進することのできない場合にとられる合理的な解決策と
して捉えられ，従って市場での競争が強烈に意識されているものと判断されることか
ら，ここではコンソーシアム型もデファクト確立を目指すーっの類型として捉えてい
る。
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して山田(1997）によれば 近年では競合企業聞に技術レベルの格差が無くなっ
てきており，そのため多くの企業にデファクト確立の機会がもたらされてきて
いることもあるため ある 1社が独自の規格を担ぎ出したとしても他社が簡単
にその規格の採用者側にまわってくれる可能性は低下してきでいることが背景
にある。また，競争に敗れた規格は実質的に市場では受け入れられないため，
この競争ではますます負けが許されない厳しい性質を持つようになってきたと
いうことも挙げられている＊40
要するに，自社単独でのデファクト確立が難しいと判断される場合に，コン
ソーシアムが組まれるといった場合が少なくなく，換言すれば規格競争への
『必勝パターン』を推し進める結果としてコンソーシアム型を採用するケース
が多く見られる。従って コンソーシアム型が見られる背景には，原則として
自社単独で、推進する従来型の追求が次第に困難となってきたことが考えられる。
だが，重要なことに，このことは必ずしもフォーラム型の出現を説明するも
のにはなっていない。これは，今日デファクト確立競争が多様化してきたこと
を指摘する議論の多くに共通するものとなっており，中にはコンソーシアム型
とフォーラム型を混同する論調さえ見られる。これまでの研究では，企業が自
社の競争優位を確立していく上でデファクト確立競争の進め方を見直さなくて
はならなくなった場合に やむを得ずコンソーシアム型やフォーラム型が推進
されるといった認識が少なくない。
だが，後に詳述するが，フォーラム型の場合には，「やむを得ずフォーラム
型によって進めなくてはならない」といった受動的な理由よりも，もっと積極
的に進められていることがわかる。換言すれば，従来型とコンソーシアム型，
そしてフォーラム型のそれぞれは 質的にまったく異なるタイプであるという
ことになる。
そこで，次にこれら 3つのタイプについて整理していくことにしよう。
*4 山田英夫「デファクト・スタンダード」日本経済新聞社， 1997年， 72-76頁。
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(2）従来型のデファクト
市場競争により決定
従来型の場合，先にも述べたように具体的にはPC業界に見るマイクロソフ
トやインテルなどが従来型を進めて競争優位を獲得した代表的な企業となる。
このタイプの第1の特徴は，デファクトの確立が市場での競争を通じて決定さ
れる点である。また この競争の結果 いわゆる「勝ち組」と「負け組」が明
白に分かれるといった特徴も見られる。
「私的財」的性格
また，この競争では独自規格そのものが武器となるため，原則として他社に
対して規格の仕様等を無償で公開することはなく 規格そのものが「私的財」
としての性格を有すことになる。そして これにより市場での競争を自社に有
利に進めていくことが可能となるため，一度その規格がデファクトを確立して
しまえば，その後はその規格の延命策をとることを目的に短い間隔で次世代版
を投入するなど，計画的に世代の陳腐化を図ることが戦略定石とされている。
規格の採用者側にしてみれば システムの更新を規格の世代交代に合わせざる
を得なくなるなど 開発した企業の恋意的な行動に歩調を合わせなくてはなら
ない。そのことから この従来型に対しては 「主権在君J的な性格が感じら
れるといった点も指摘できよう。逆に言えば，この規格でデファクトの確立に
成功した企業は，その後の競争を恋意的に進めることもできるため，競争戦略
上，最も理想、とされたスタイルのーっとも言える。
(3）コンソーシアム型のデファクト
協議により決定
これに対してコンソーシアムを組んでデファクトの確立を目指すこのタイプ
は，先にも触れたように従来型のデファクトを確立することが困難な場合にと
られる合理的な解決策として位置づけられるタイプとなる。乙のタイプの大き
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な特徴として，将来的に有望な規格を持つ複数の企業が結託し規格を統一する
ところにあることから，最終的なデファクトの確立は市場などの「競争の場」
から「協議の場」に移されると言える。
「私的財」的性格
ただ，複数の企業間で作られる規格と言っても次に述べるフォーラム型と異
なり，このタイプの場合にはコンソーシアムに参加する企業を公式的に募集す
るようなことはない。フォーラム型と異なる点は，何よりも規格そのものは依
然として「私的財」としての性格が色濃く残っている部分と言える。その理由
は，規格の統一化に向けてはコンソーシアムに参加する各社の思惑が交錯する
など，「自社の論理」を優先させようとの意識が見られるためである。
これを， DVDコンソーシアムの場合で見てみよう。そもそもDVDコンソー
シアムが結成されるまでにおいては まずソニーが94年5月に他社に先駆け
て独自に技術を開発し，これに続き東芝，松下， 日本ビクタ一等の各社がそれ
ぞ、れ自社方式を持って参入したといった経緯がある。その後，徐々に規格仕様
の収数化が進み，市場はソニー陣営と東芝陣営のそれぞれが推す2規格に分類
されるところまできたが 一つの規格に統一されるような兆候は見られなかっ
た。これに対して アメリカの映画産業や情報産業などの企業からの規格統一
要請もあったことからコンソーシアムが組まれ， 9 5年9月には折衷案が発表
されている。
だが，当時発表された資料によると，規格を統一することに対しては両陣営
とも必ずしも積極的で、はなかったとされている。なぜなら 当初見込んでいた
自らの技術料収入などの収益源が参加各社で分け合うことに伴って減少してし
まうためである。そのため，次に述べるフォーラム型のように公式的に多くの
メンバーを募るようなことは見られない。
以上から，コンソーシアム型における規格統一の攻防は供給側の論理を優先
して進められるなどの点が感じられ，その意味では従来型にかなり近似した特
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徴を持つものと言える。
(4）フォーラム型のデファク卜
数多くのメンバー
これら二つのタイプに対して フォーラム型はデファクトを確立するための
専門の組織（フォーラム）をつくり，そこに 1社でも多くの会員企業，すなわ
ちメンバーを公式的に集めていく中でデファクトの確立が志向されるところに
大きく異なる点が見られる。昨年，筆者が調査した時点では，世界全体で97 
のフォーラムを確認することができたが 1フォーラムあたりの平均は 16 6 
社にも及んでおり，かなり数多くのメンバーで構成されていることが窺える
（表1参照）。
また，参加するメンバーも特定の業界から集まるというのではなく，さまざ
まな業界から参加しているという特徴も見られる。例えばメモリーカードの規
格で有力なフォーラムとされているSDA (Secure Digital Memory Card Asso-
c iat ion）では，家電やコンビュータ業界からだけでなく 自動車や出版の業界
からも参加する企業が目立つており， 2001年8月の時点で30 0社以上がメン
バーとなっている。
このSD Aではメモリーカードをさまざまな機器と携帯端末とを結ぶ「ブリッ
ジメディアJとして位置づけており，その具体的な用途として，例えば家庭に
ある医療機器で血圧や体温を測定し，その情報をメモリーカード経由で携帯電
話に読み込んでホームドクターに送信するとか，外出中に携帯電話で受け取っ
たプログラムをメモリーカードに記録しておき，帰宅して電子レンジにセット
すればその日のおすすめ料理の調理温度が自動的にコントロールされるなど，
さまざまな分野に関連する仕様となるよう推進されていることが多くのメンバー
を集める要因となっている。
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表 1：デファク卜・スタンダード確立を志向するフォーラムリスト
2000年 1月現在
No. Forum Fu! I Name Total 
Members 
1394TA 1394 Trade Association 172 
2 AIM Association for Interactive Media(USA) 412 
3 AMF Asia Mui timedia Forum 53 
4 AMI-C Automotive Mui l imedia Interface Collaboration 9 
5 AO EMA Asia Oceania Electronic Messaging Association(AUS) 20 
6 AOW Asia & Oceania Reg iona I Workshop (JPN) 370 
7 Cab I e Modems Cab I e Modems Pro j ecl (USA) 100 
8 CBA Cyber Business Associalion(JPN) 134 
9 CBOP Consortium for Business Object Promotion(JPN) 44 
10 CDG CDMA(Code Division Mui tiple Access) Developing Group 106 
1 CII Center for the Informatization of Industry(JPN) 102 
12 CNJ CommerceNe t Japan (JPN) 92 
13 Commerce Net CommerceNe t Consorti um 202 
14 cos Community of Science 80 
15 CTFJ Computer Te I ephony Forum Japan (JPN) 83 
16 DA VIC Digi ta! Audio Visual Counci I 300 
17 DHF Digi ta! Home Network Forum(JPN) 76 
18 DISA Data Interchange Stadards Associat ion(USA) 800 
19 DOPG The Distributed Object Promotion Group(JPN) 14 
20 DSLF Digital Subscribers Line Forum (USA) 275 
21 ECE Electronic Commerce Europe (BEL) 23 
2 ECHONET ECHONET Consorti um (JPN) 75 
23 ECOM Electronic Commerce Counci I of Japan (JPN) 226 
24 ECTF Enterprise Computer Telephony Forum(USA) 53 
25 EDIFICE EDI Forum for companies with Interest in Computing and Electronics(SUI) 61 
26 EEMA The European Forum for Electronic Business (UK) 228 
27 EIDX Electronics Industry Data Exchange Association(USA) 72 
28 EIUF European ISDN User Forum N.A 
29 EMA Electronic Messaging Association(USA) 293 
30 EMF European Mu It imed i a Forum (BEL) 56 
31 ERTICO The organization for intelligent transport system in Europe(BEL) 74 
32 FCIA-J Fibre Channel Industry Association -Japan (JPN) 34 
33 FIPA Foundation for Int e 1igen t Phys i ca1 Agents (USA) 54 
34 FRF Frame Re 1 ayForum (USA) 119 
35 FSAN Ful 1 Service Access Networks (USA) 20 
36 Global Platform Global Platform, Inc(USA) 30 
37 GSM Association GI oba I System for Mob i I e Communication Association (IRL) 399 
38 GVNSF Global Virtual Network Services Forum N. A 
39 Home API Home API Working Group 69 
40 HomePNA Home Phone I ine Networking Al I iance (USA) 142 
41 HRFWG HomeRF Working Group(USA) 97 
42 IDB Forum ITS Data Bus Forum(USA) 53 
43 IFIP International Federal ion for Information Processing(AUS) 44 
44 IMA Interactive Mu It imed i a Association (USA) 98 
45 IMTC Int erna t iona I Multimedia Telecommunications Consorti um (USA) 154 
46 IMWA Interna t iona 1 Middleware Association (USA) 60 
47 IrDA The Infrared Data Association 150 
48 ISOC Internet SOCiety 150 
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49 JAVA Java Conference (JPN) 66 
50 JED IC Japan Electronic Data Interchange Counci I (JPN) 61 
51 JEMA Japan Electrical Manufacturers' Association(JPN) 68 
52 JIMM Joint Initiative toward Mobile Multimedia N. A 
53 JMF JavaTM Media Framework(USA) 230 
54 LONMARK LonMark Interoperability Assosiation(USA) 200 
55 MCPC Mobile Conputing Promotion Consortium(JPN) 83 
56 MDG. org Mu It i media Deve I opmen t Group (USA) 250 
57 memorys ti ck mernorys ti ck. org (JPN) 170※ 
58 MITF Mobile Internet Access Forurn(JPN) 81 
59 剛CF Mu It irnedi a Cornmuni cat ions Forum (USA) 9 
60 MOPA Mobile Office Promotion Association(JPN) 52 
61 MSAF Multimedia Services Affiliate Forum 33 
62 NMF Network Management Forum 255 
63 ODVA Open Devi ceNe t Vendor Association 310 
64 OIW Organisation im Wandel Forum(GER) N. A 
65 OMG Object Management Group (USA) 800 
66 Open56K Open 56K Forum N.A 
67 OSF Open Software Foundation N.A 
68 OSGi The Open Services Gateway Initiative(USA) 31 
69 PCCA Portable Computer and Communications Association 65 
70 PCISIG Peripheral Component Interconnect Special Interest Group 639 
71 PCMCIA Persona 1 Computer Memory Card Int erna ti ona 1 Association 186 
72 PHS MoU Personal Handyphone System Memorandum of Understanding(JPN) 31 
73 PI CMG PCI Industrial Computer Manufacturers Group(USA) 450 
74 POF Plastic Optical Fiber Consortium(JPN) 80 
75 Sal ut ion The Sa 1 u tation Consorti um (USA) 22 
76 SCP Smart Card Forum (USA) 195 
77 SDA SD (Secure Digital)Memory Card Association(USA) 325※ 
78 SDR Software Defined Radio Forum(USA) 59 
89 SIG The Bluetooth Special Interest Group(USA) 1313 
80 SMWIF Mibile Wireless Internet Forum(USA) 78 
81 SS I PG Security System with IC cards Partner Group(JPN) 15 
82 STA Small Computer System Interface Trade Association(USA) 20 
83 TINA-C Teleco皿municationsInformation Networking Architecture Consortiu皿（USA) 45 
84 TMForum Te 1 eManagemen t Forum (USA) 264 
85 TOG The Open Group 138 
86 TSC Teleematics Suppliers Consortium(USA) 25 
87 UMTS Universal Mo bi le Telecommunication System Forum (SUI) 192 
88 USBIF USB (universal serial bus) Implementers Forum(USA) 675 
89 uwc Universal Wireless Communications Consortium (USA) N. A 
90 W3C World Wide Web Consortium(USA) 390 
91 WAP Wireless Application Protocol (UK) 188 
92 WDF Wireless Data Forum(USA) 114 
93 Web3D Web3D CONSORTIUM(USA) 51 
94 WfMC Workf low Management Coalition (USA) 242 
95 WIN Forum Wireless Information Networks Forum (USA) N. A 
96 WLIF Wireless LAN Interoperabi 1 i ty Forum(USA) 22 
97 XTP Forum Xpress Transfer Protoco 1 Forum (USA) 44 
注1)※の付されている数字は、 2001年8月時点での数値となっている。
注2）フォーラムの本部が設置されている地域が判明したものについては，その国名を以
下のコードに基づいて付している。
AUS：オーストリア BEL：ベルギー FRA：フランス GER：ドイツ
IRL：アイルランド JPN：日本 SUI：スイス UK：イギリス USA：アメリカ
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市場競争により決定
このフォーラム型がコンソーシアム型と大きく異なる点は，フォーラムが結
成された時点でデファクトの確立競争が無くなるわけではなく，フォーラム問
で展開される市場競争を通じてデファクトが決定される点である。従って，市
場競争を通じて決定されるという点では，むしろ従来型と似た特徴を持つもの
と言える。先のメモリーカードの分野で言うならば， SD Aに対してソニーが
「メモリースティック」で対抗している＊50 
「公共財」的性格
その一方で，フォーラム型には他の2タイプには見られない決定的な特徴点
が挙げられる。それは これまでの2タイプで推進される規格が「私的財」と
しての性格を有すのに対し，フォーラム型の場合，メンバ一同士では規格その
ものがあたかも「公共財」とでも言えるかのような性格を持っており，全メン
バーでその技術仕様や情報を共有している点である。つまり，メンバーであれ
ばフォーラムで策定する規格の情報を誰もが得られるだけでなく，定期的に開
催される規格の策定会議等での発言も認められるなど，メンバー全体で標準規
格を策定するといった方針が確認される。
また，原則としてメンバーになるための条件は設定されておらず，年会費さ
え収めれば誰でも入れるというようにオープンになっていることも特徴点とし
て挙げられる。年会費の金額は，一般のメンバーであれば，ほとんどのフォー
ラムが5,000ドル以下に設定しており，最終的な決定権を持つ主要なメンバー
であっても半数以上のフォーラムが10,000ドル以下に設定している。何れのコー
スを選ぶかはすべてメンバーの自由意志に基づくものとされている。
* 5 ソニーはフォーラムを結成せず独自に対抗していたが，その後「オープン・プラッ
トフォーム・プログラム」と呼ばれる事業を開始し，メンバーの獲得を本格化させて
きている。
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IT関連での推進
さらに，各フォーラムの形成がIT （情報技術）に関連する分野に多く集中
していることも特徴的となっている。先に述べた97のフォーラムを推進分野
ごとに分類したのが図2である。これによれば最も多くのフォーラムが含まれ
たのがITとなっていることがわかるが それ以外の分野を見ても ITと密接
に関連する分野であることがわかる。
このように，フォーラム型においてはいくつか固有の特徴が見られるが，以
上の内容をもとにこのフォーラム型における最大の特徴点を挙げるならば，そ
れはデファクトを利用する側の立場が重視されている点であると言えるだろう。
図2に示したように， I T関連の分野での推進が目立つているが，今日多く
の業界では ITと何らかの形で関連性がある。そのため I Tに関連する分野
でフォーラムを結成した場合 さまざまな業界からメンバーを確保することが
できることになるが，こうしたメンバーはフォーラムで規格が確定された後，
これを自らの事業領域に持ち帰り自社のビジネスで活用していくためにフォー
図2 フォーラムの分野別比較一覧
Eコマース
ホー ム・ネットワー ヲ
IT 
ITS 
マルチメディア
イン聖ー ネット
遠距離通信
10 15 20 25 30 35 40 
（フォー ラム数）
※この図は2000年時点で確認された97のフォーラムを各分野ごとに分類集計したもので
ある。
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ラムに参加しているため，規格の策定に向けては当然のことながら自らの今後
のビジネスに役立てられるようその仕様を要求する必要がある。つまり，フォー
ラムに参加するメンバーの多くが採用者としての立場にも立っており，その立
場から規格の仕様を策定していくことになる。先に，従来型を「主権在君」的
性格と表現したが，参加メンバー全体で規格を策定するフォーラム型の場合に
は「主権在民J的とでも言えるかのような性格が感じられ ここに従来型やコ
ンソーシアム型との間での根本的な相違点が見出される＊目。
(4）各タイプの整理
以上，ここまでの内容をもとにそれぞれに見るデファクトの性格から整理し
たものが図3である。この図では，デファクトを決定するのが市場競争の結果
か否か，あるいはフォーマルな標準化組織（フォーラム）が存在するか否かと
いった2つの分析軸からの整理を試みている。なお， この図は図中のセルdに
見られるように，フォーマルな標準化組織を持ち，また原則として協議により
規格を策定する公的標準（デ、ジュリ・スタンダード， dejure standard，以下
単にデジュリ ＊1）を含んだ国際標準全体を整理したものとなる。
この図に見るように，今日すでに国際標準の形成プロセスを考える際，これ
までのようにデファクトかデジュリかといった単なる二分類だけで論じられる
ような状況ではなくなってきており，特にデファクトに関しては質的に異なる
*6 フォーラム型の場合，メンバ一間の関係性は嶋口 (1997）の言う「インタラクティ
ブ・マーケティング」に近い概念と言える。インタラクティブ・マーケティングとは，
顧客を新しい価値創造や問題解決のパートナーとして捉え 顧客との相互交流作用に
よって真に価値ある提供物，すなわちすぐれた新製品の開発を試みるものと捉えてお
り，従ってこの種の相互作用は「価値の協創」としての性格を持つものとなる。無論，
フォーラム型の場合，そのメンバーは顧客という立場ではないものの，フォーラムを
運営するコアのメンバーと他のメンバーとの聞には 相互に「価値の協創」といった
関係性が存在することは十分に考えられる。
* 7 デジュリに関しては梶浦（2000）が詳しい。
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図3 デファク卜形成プロセスに基づく類型
標準化組織ナシ 標準化組織アリ
競争よ
【従来型】 【フォー ラム型】
決定り
「私的財」的性格 「公共財」的性格
暴
【コンソーシアム型】 【デジュリ型】よ
決定り
「私的財J的性格 「公共財」的性格
3つのタイプが見られるようになってきている＊80
だが，ここで大きな疑問が生じることになる。それはフォーラム型でのデファ
クト確立を志向する企業はどのように利権を獲得するかという点である。従来
型，あるいはコンソーシアム型の場合には，確立するデファクトによって自社
の収益源が形成されることになり，この収益源を少しでも大きくするため「私
的財」として規格を占有化していく。しかしながら，フォーラム型の場合，数
十社あるいは数百社というメンバーで「公共財」として規格の技術情報を共有
しながら策定していくため従来型などで追求されてきたような収益源がフォー
ラム・メンバーの内のある特定企業によって確保されるわけではない。このこ
とを競争戦略という視点で捉え直した場合，従来型やコンソーシアム型でのデ
ファクト確立は，その規格をもとに自社自身の競争優位を獲得する上で効果が
*8 柴田（2001)も，デファクトの形成プロセスにおける変容を指摘している。ただし，
柴田の場合，今日進展している状況はこれまでのようにデファクトかデ、ジュリかといっ
たステレオ・タイプとして捉えられるものではなく，すでにこうした枠組みは崩壊し
ているといった内容となっている。これに対し，本稿の場合にはむしろデファクトの
形成プロセスに見出される特徴から 3タイプに分類され得るものとの見解に立ってい
る。
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認められる方策と言えるのだが フォーラム型の場合にはデファクトの確立そ
のものが直接的に特定企業の競争優位を決定づけるわけではないことになる。
従って，デファクトが3つに類型化されるとは言っても，競争戦略の理論的枠
組みにおいてはこれが単なるデファクト形成プロセスの多様化ということ以上
に大きな意味を持っていることのよ、うに感じられてならない。
そこで，次節においてデファクト形成プロセスの多様化がもたらす意味につ
いて競争戦略の視点から考察していくことにする。
3.デファクト形成プロセスの多様化の意味
(1）業界標準から業際標準へ
今日，デファクトの確立を戦略的に狙う企業は特定の業界だけに限られるこ
とはなく，さまざまな業界の企業が画策するようになってきている。その背景
にあるのがITの進展だ。
I Tを一言で表現するならば 「つなぐ技術」と言えるだろう。機器と機器，
あるいは情報系システムと他のシステムとをデジタル技術で連結する役割を担
うのがITである。従って，今日デファクトを確立することのできる企業は，
かつてのように製造業だけであるとする認識は誤りである。なぜなら，メーカー
のっくり出すハードの価値を高めるのはハードそのものだけではなく， I Tに
よってハードにつなげることのできるソフトやサービスを生産する業界等，多
方面に拡がっているためである。言い換えれば， I Tの進展は業界単位での連
結をも進めていることを意味する。すなわち，業際化の進展である。従って，
I Tに関連する分野においてデファクトの確立を志向する場合，もはや特定の
業界にしか効果が見られないような規格には価値は見出されにくいことになる。
I Tが進展する以前は 例えばビデオ規格にしても， CDにしても，あるい
はPCの規格にしても，何れであってもそのほとんどの規格では業界が特定さ
れており，その特定された業界の中でデファクトが確立されていた。デファク
トを確立する上での条件の一つに その規格をもとにさまざまな機器間におけ
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る互換性の確保が挙げられるが 互換性が保証される範聞も特定されていた。
これまで一般にデファクトを『事実上の業界標準』と表現されていたのもその
ためである。
ところが， I Tによって業際化が進行している今日では，上で述べたように
多くの業界がITと関連しており，従って互換性の及ぶ範囲が特定されるよう
な規格では，デファクトの確立など難しいことになる。要するに『業際標準』
としての規格である必要があることになる。
このような ITによる競争環境の変化が フォーラム型増加の要因と言えよ
う。先に述べたように，フォーラム型の特徴として， I T関連の分野での推進，
あるいは特定されないさまざまな業界から集まるメンバ一等が挙げられたが，
これらは今日の競争環境の変化と一致していることがわかる。
(2）競争優位の変化
この一連の競争環境の変化に伴い，デファクトの確立を志向する企業側にとっ
ても競争戦略に大きな影響を及ぼすことになる。その影響は，単に戦略の表面
的なものではなく，根本的な部分からの変化であると言える。
これまでのデファクトは既述したように特定の範囲内での互換性が保証され
ていた。なぜ，互換性の及ぶ範囲が特定されるかと言えば，それは物理的な部
分での互換性が中心だ、ったことが理由に挙げられる。ビデオやCDなど，これ
までに確立されたデファクトの多くはハードと そのハードの価値を高めるソ
フトとを結ぶといった用途が中心となっている。この時点でハード単体での価
値を競うビジネスから ハードとソフトの組み合わせ erハード＋ソフト」）に
よって価値が創造されるビジネスへの変容が確認される叫。ここで必要となる
のが，ハードに適合するソフトであり，従ってこれを保証するための物理的な
* 9 ハードとソフトの組み合わせによるビジネスモデルに関するより詳細な内容は，
Uchida and Teramoto (2000）で詳細に論じられている。
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互換性である。換言すれば，これまでのデファクト確立競争に投入された規格
は，目にすることのできる互換性（visiblecompatibility）を保証すること
が条件となっていた。
だが， I Tの進展によって，「ハード＋ソフト」で構成される一つのシステ
ムと他のシステムとの聞を，情報やデータといった目にすることのできないも
のが行き来できるようになった＊IO。この接続で必要となる規格が，目にするこ
とのできない分野での互換性 (invisiblecompatibility）となる。例えば，
p Cで音楽データをダウンロードしたり，あるいはその音楽データを他の携帯
端末やPCなどといった別の機器に送信する際には，一般にmp3という規格
が使われる場合が多いが，この規格が互換性を保証している。
このようになると，業際標準を意図したデファクトの確立を志向する際には，
規格の及ぼす効果が特定の領域に限定されることは競争優位上得策とは言えな
くなる。その意味から，自社の事業領域だけではなく さまざまな業界にも対
応する規格を策定するために結成されるフォーラムは理に適っていることにな
る。
では，フォーラム型のデファクト確立を志向する各メンバーが追求する競争
優位は何か。この場合，フォーラムに参加する多くのメンバーで規格が共有さ
れるため，もはや規格そのものは特定企業の競争優位の源泉とはならない。従っ
て，従来型やコンソーシアム型とは根本的に異なる競争優位が追求されること
になる。これに対して，筆者は「利便性（accessabi1 i ty）」の追求がここでの
競争優位になるものと考えている。本稿の締めくくりにこれを仮説として提案
する。
利便性とは「いろいろなサービスへのアクセスを可能にすること」と捉える
* 10 伊丹（2001)の言う「見えざる資産Jの概念がここでの趣旨と一致するものと考えて
いる。伊丹によれば，見えざる資産の効果として，こうした資産が融合・連結する中
で競争優位をっくり出すことを主張しているが 本稿ではITがこれらの連結を保証
する手段となるものと認識している。
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ことができ，「たとえ今現在は不要でも将来的に必要となったときに，必要と
するサービスをすぐ受けることができる性質」を意味する。今日まで利便性は
コンビニエンスストア（コンビニ）に代表されるように小売業やサービス業で
活用されてきた競争優位である。その性質から 利用者は多分に便益を享受す
ることにもなるため 一度この便利さに慣れてしまった利用者が元の不便な状
態に戻るなどということは一般的には考えにくく 従つて利便性は利用者を囲
い込むという効果が考えられる＊I。最近では コンビニによっては銀行を開設
し，利用者の利便性をさらに引き上げようという競争が進められているが，言
い換えれば利用者の財布のひもまで握ることでますます囲い込み戦略に拍車が
かけられていることになる。
実は，この利便性の追求は小売業やサービス業以外の業界でも可能になって
きており，モノを作る製造業でも積極的に追求されてきている。その背景にあ
るのが，やはり ITである。製造業では携帯電話に代表されるように，さまざ
まなコンテンツ・サービスと結ぼれるなど 利便性を拡大させる端末としての
機能を製品に持たせることによってこれが追求されている。そして，利便性の
向上のためにはさまざまな業界の企業と積極的に連携することが要求され，そ
のためにデファクト確立競争ではフォーラム型のデファクトが志向されること
になる。
無論，従来型やコンソーシアム型で確立されたデファクトも，特定領域内で
* 1 今日，顧客の囲い込みに関する研究は経営戦略論の各側面で進められている。例え
ば， Arthur(1994）による企業が顧客に与える「ソリューションの価値Jという視点か
らの分析，あるいはMacMiI Ian品McGrath(1997）やHarneI (2000）に共通する「顧客
のスイッチングコスト」という視点からの分析等が挙げられる。また，「顧客維持」
というマーケティング戦略上の視点においてはこれまでに数多くの研究成果が出され
ている。例えば， Ehrenbergand Goodhard t (1977), Hauser nad Shugan (1983), 
Fornell, Claes and Birger Wernerf el t (1987) (1988), Reichheid and Sasser (1990), 
Reichheld(1996), Heskett, Sasser and Schlesinger(1997), Jones and Sasser 
(1995), Johnson (1998）等が挙げられるが これらは何れも顧客を囲い込んだ際に予
想される企業側のリターンの大きさを分析している点で共通するものとなっている。
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の互換性が保証されるため，その意味では利便性は見られる。しかしながら，
乙れらのタイプでは「デファクトを確立するために利便性を確保する」ことが
重視された。だが，フォーラム型ではこれまで論じてきたようにデファクトの
確立そのものから収益を上げることよりも，利便性を拡大していく中で利用者
を固い込んでいくことに事業機会が見出されているように考えられる。そして，
この「利便性ビジネス」の地盤を固めるためにデファクトの確立が志向されて
いるのではないだろうか。換言すれば，「利便性を確保するためにデファクト
を確立する」ことがフォーラム型の本質であるように感じられるのである。
以上，ここまで本稿では規格競争の変容に関して論じてきた。また，質的な
差異に基づいてこれを従来型，コンソーシアム型 そしてフォーラム型といっ
た3つのタイプに分類可能であることを示した。この中で本稿が最も強調した
いのは，従来型とコンソーシアム型の2つに対して，フォーラム型はまったく
異なる性質が見られるということであり，そのためにフォーラム型を推進する
場合にはその戦略意図の部分からこれまでと根本的に異なった競争戦略の推進
が認められるという点である。
特に，デファクト確立に向けて展開される他のフォーラム等との市場競争で
は，いかに利便性を確保するかということに競争の次元が設定されているよう
に考えられてならない。だが，これは未だ仮説の段階に止められているため，
今後はさらに詳しい調査が筆者に課せられてはいるが，その一方で今後の企業
経営に対する戦略的側面での課題を検討する上で重要なヒントが隠されている
ものとも考えている。
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